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Abstract: We carried out a quantitative analysis on the impact on energy consumption from air 

conditioning and water-heating of the urban heat island phenomenon and reduction effects for CO2 

emissions of mitigation measures. Specifically, our study proposes an evaluation method with 

consideration to the heat island phenomenon - for which position, severity and shape are 

changeable depending on season and time of day - as well as taking into account spatial 

distributions and time variations in human activity; we also provide examples of our method's 

application. An outcome of the study, as indicated by yearlong evaluations, illustrates the reduction 

of energy consumption for air conditioning and water heating as a result of the heat island effect. 

We also confirmed the high probability that mitigation measures are effective for energy 

conservation and the reduction of CO2 emissions.  
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1. はじめに 

 都市熱環境の適切な計画・管理は，都市環境と

地球環境の両方に関係するため重要な政策課題

である．とくに顕著な都市熱環境の悪化を招く要

因として，都市ヒートアイランド現象に関する指

摘は多く，種々の自治体においてヒートアイラン

ド対策の導入が進められている（一ノ瀬, 2002）． 

都市ヒートアイランドは冷房用エネルギー消

費の増大は，化石燃料消費による CO2排出量の増

大に結びつくため，地球温暖化問題とも関係する

深刻な問題である．しかしながら，冬季に寒冷化

するヒートアイランド緩和策を導入することは

暖房用エネルギー消費の増大による CO2排出量の

増大につながるため，熱環境改善策を選択する際

に慎重な検討が必要である（平野ほか, 1999）． 

 ヒートアイランド現象は夏季と冬季，日中と夜

間では昇温の要因や有効な緩和策が異なる場合

が多い．また，冷房・暖房利用等による人間側の

エネルギー消費行動も季節・時刻によって異なり，

商業・業務用地や住宅地などの市街地形態や建物

構造によってその気温による影響の生じ方が異

なる．このため，熱環境と人間活動の両方の時空

間分布を踏まえて緩和策を検討する必要がある． 
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 こうした背景から，本研究では東京を対象とし，

都市熱環境とエネルギー消費活動の両方の時空

間分布を考慮し，都市ヒートアイランド現象やそ

の緩和策が空調・給湯用エネルギー消費量や CO2

排出量へ及ぼす影響の評価を行った． 

 

2. 本研究における評価方法 

 従来からエネルギー消費の気温感応度に基づ

いて都市ヒートアイランド現象が空調用エネル

ギー消費量に及ぼす影響の評価が行われてきた

（Fung et al., 2006）．しかしながら，多くの場

合，エネルギー消費の気温感応度は気温とエネル

ギー供給量のデータから算出されるため，一般に

供給エリアよりも細かい空間単位で算出するこ

とが難しい．したがって，こうしたエネルギー消

費の気温感応度の知見を，都市部に局所的に高温

域が生じる都市ヒートアイランド現象の影響評

価にそのまま適用することは困難である．  

 そこで書者らは，床面積あたり/世帯数あたり

エネルギー消費原単位を用いたエネルギー消費

分布の推定方法を気温の時空間分布と結びつけ

て，気温の影響を含めてエネルギー消費量を算出

する方法の開発を行っている（平野ほか, 1999）．

この方法では，エネルギー供給データではなくエ

ネルギー消費原単位を気温の関数で表現し，この

関数により気温分布に応じたエネルギー消費原

単位の分布を算出し，さらに床面積/世帯数の分

布を乗じることによりエネルギー消費量を算出

する．この方法により，季節・時間により位置・

強度・形状が変化する都市ヒートアイランド現象

と住宅やオフィスなどによる人間活動の両方の

時空間分布を考慮した評価が可能である．本研究

ではこの推定手法と局地気象モデルによる都市

気候シミュレーションとを結び付けて通年のエ

ネルギー消費量を算出し，空調・給湯利用による

CO2排出量を算出した． 

 

3. ヒートアイランド現象の影響評価 

 本研究では，コロラド州立大学メソスケールモ

デル（Ichinose et al.,1999; Hirano et al., 2004）

を用いて，図-1 の通りに東京都心部を対象とした

都市気候シミュレーションを行った．ここでは，

まず都市ヒートアイランド現象が CO2排出量に及

ぼす影響を評価するため，現状およびヒートアイ

ランドの影響を受けていない場合の気温分布を

都市気候シミュレーションにより得た．現状のシ

ミュレーションでは気象モデルにおいて設定す

る地表面の物理特性を現状の土地利用データに

基づいて設定した．一方，ヒートアイランドの影

響を受けていない場合の気温分布は，建物用地，

交通用地，その他の用地のパラメータを森林およ

び荒地に変更して地表面の物理特性を設定した． 

 得られた月別・時刻別気温分布に時刻別・用途

別・建物用途別エネルギー消費原単位の推定式

 
図- 1 本研究における都市気候シミュレーションのモデル設定 
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（平野ほか, 1999）を適用し，業務部門は床面積

あたり，家庭部門は世帯あたりのエネルギー消費

量を算出した．次に，これらの分布に世帯数/床

面積の分布を乗じることによりエネルギー消費

量の分布を得た（図-2）． 

 得られたエネルギー消費量から CO2排出量を算

出し，対象地域全体で集計した（図-3）．この結

果，業務部門ではヒートアイランド現象により

CO2 排出量は増大しているが，家庭部門では減少

しており，対象地域全体では減少しているという

結果となった．したがって，住宅地を含んだ都市

全体のスケールで冬季は寒冷化するヒートアイ

ランド対策を導入すると，CO2 排出量の増大を招

く可能性がある．このため，例えば落葉樹の利用

や季節風の利用など，冬季は寒冷化せずに夏季の

暑熱環境を改善するヒートアイランド緩和策を

選択することが重要である． 

 

4. 熱環境改善策の評価事例 

 前章の評価結果から分かる通り，都市ヒートア

イランド現象が CO2排出量に及ぼす影響は季節や

時間，商業・業務用地や住宅地などの市街地形態

によって異なるため，都市熱環境とエネルギー消

費行動の両者の時空間分布を踏まえて評価する

ことがきわめて重要である．ここでは，その一例

として落葉樹により緑化したケースを想定して

評価を行った． 

 まず東京都地理情報システムの建物ポリゴン

データから得た非建蔽率と衛星リモートセンシ

ングによる緑被率データから，土地利用別に緑化

余地を仮定し，緑化のシナリオを作成した（図-4）．

設定方法の詳細はここでは省略する．次に衛星リ

モートセンシングによる現状の緑被率と，図-4

に示した緑化後の緑被率をそれぞれ気象モデル

の地表面部分に組み込んで，都市気候シミュレー

ションを行った．ただし，月別にシミュレーショ

ンを行う際の緑化部分の植生の季節変化パター

ンは衛星リモートセンシングによる緑被率の樹

林地における季節変化パターンに基づいて設定

した．緑被率データの気象モデルへの組み込みは

Hirano et al. (2004)の方法を用いた． 

 
業務部門・冷房用・8 月・14 時・   家庭部門・給湯用・4 月・20 時・ 

現状ケースの例            現状ケースの例 

図-2 エネルギー消費算出結果の例（Mcal/時/メッシュ） 

 
図- 3 年間 CO2 排出量の差 
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 図-4 緑化の想定（緑化後の緑被率） 



 得られた現状および緑化後の気温分布から前

章と同様に CO2排出量を算出し，月別に集計した

（図-5）．この結果，業務部門では夏季の冷房削

減による CO2削減が大きく，また暖房・給湯への

影響は小さいため，明確な CO2削減効果が得られ

ている．一方，家庭部門では夏季の冷房削減によ

る CO2削減効果は得られているが，給湯の増大や

中間季付近の暖房の増大も無視できず，結果とし

てはほぼ相殺されている．この結果は，住宅と商

業・業務建築が混在した多くの市街地において緑

化により CO2削減効果が得られる可能性が高いこ

とを示唆するものである．また，住宅地において

も，景観の向上や洪水防止，延焼防止などの様々

な目的のために緑化する際に，落葉樹を選択する

ことにより CO2増大を防ぐことができることを示

唆しており，有益な知見である． 

 

5. まとめ 

 本研究では，都市ヒートアイランド現象やその

緩和策による空調・給湯用エネルギー消費とその

CO2 排出量の削減効果について評価した．とくに

著者らが開発を行っているエネルギー消費分布

推定手法と都市気候シミュレーション手法とを

結び付け，CO2 排出量の季節変化や日変化，市街

地の空間分布等を踏まえてシミュレーションを

行った．この結果，例えば，通年評価では暖房・

給湯用エネルギー消費への影響が大きく，ヒート

アイランド現象による CO2排出量の減少がみられ

たが，落葉樹のような冬季は寒冷化せずに夏季の

暑熱環境を改善する方策では省エネルギー効

果・CO2 削減効果が得られる可能性が高いことな

どが示された．今後，具体的な自治体による緑化

計画にこの評価手法を適用し，より現実的な環境

計画の定量評価に結びつける予定である． 
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図-5 月別 CO2排出量の差 
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